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トピックス
交通部門における温室効果ガス

排出削減戦略ワークショップ
ＯＥＣＤ・ＩＴＦ国際共同研究報告-  

環境研究部 道路環境研究室 主任研究官曽根 真理 研究官下田 潤一 室長並河 良治

地球全体の温室効果ガス排出量の約23％は交

通部門からの排出です。特に道路交通からの排

出は20％に及んでいます。交通部門からの温室

効果ガスは民生部門と並んで排出量増加傾向の

強い部門です。このため、交通部門からの排出

量の削減は地球温暖化防止のための重要な課題

になっています。 

各国の交通分野からの温室効果ガス削減方策

を検討するための国際共同研究が行われていま

す。この共同研究には、経済協力開発機構（OECD）

及び国際交通フォーラム（ITF）の加盟国の中か

ら18カ国が参加しています。各国が互いの交通

部門における温室効果ガス削減戦略について情

報交換を行い、それぞれの事例を研究した上で

戦略についての提言を行うことを目的としてい

ます。この研究の議長を大西道路経済研究所理

事が努めています。国総研からは道路環境研究

室の曽根主任研究官がメンバーとなって大西議

長をサポートしています。 

この度、共同研究の第三回専門家会合を日本

で行うことになったことに併せて国際ワークシ

ョップを開催することにしました。当日は学識

者、行政関係者など２００名以上が参加し、質

疑応答で活発な意見交換が行われました。 

日時：2008年10月29日(水)13:30-17:15 

場所：虎ノ門パストラル 

議事内容： 

司会進行 国総研 曽根真理主任研究官 

13:30- 開会 佐藤浩道路協会OECD文科会長 

（国総研道路研究部長） 

13:35- 研究の背景 大西博文共同研究議長 

   （道路経済研究所常務理事） 

13:50- 国際共同研究の概要 

  OECD/ITF事務局 Philippe Crist氏 

15:00- フランスの温室効果ガス排出削減戦略 

  フランス持続可能開発省 Pascal Douard氏 

15:30- カナダの温室効果ガス削減排出戦略 

  カナダ交通省 Andre Bourbeau氏 

16:00- ドイツの温室効果ガス排出削減戦略 

  ﾍﾞﾙﾘﾝ工科大学 Carl Friedrich Elmer氏 

16:30- 日本の温室効果ガス排出削減戦略 

  国総研 並河良治道路環境研究室長 

17:00- 質疑応答 

17:30- 閉会 岸田弘之国総研環境研究部長 

写真１ 大西議長の発表 

写真２ ＯＥＣＤ事務局クリス氏の発表 

 本ワークショップの結果は、国際共同研究報

告書の日本語訳と合わせて２００９年に国総研

資料として出版される予定になっています。 

http://www.nilim.go.jp/lab/dcg/index.htm

トピックス
下水道における地球温暖化対策

下水道研究部 下水処理研究室 研究官宮本 綾子  

研究官山中 大輔

我が国は、1997年12月、気候変動枠組条約第

３回締約国会議（ＣＯＰ3）において、2008年～

2012年までに1990年比で6％の温室効果ガスの

排出量を削減すると排出目標を定め、各種の対

策・施策を推進してきた。このような中で、エ

ネルギー消費に由来する二酸化炭素の他、汚泥

焼却炉からの一酸化二窒素（以下、Ｎ２Ｏ）、

水処理過程からのメタンとＮ２Ｏなど温室効果

ガスを排出している下水道事業者も対応が迫ら

れており、施設の省エネルギー化、バイオガス

等の新エネルギーの利用、汚泥の高温焼却など

の削減対策がとられている。 

国土交通省下水道部は、現行の「下水道にお

ける地球温暖化防止実行計画策定の手引き」

（1999年発刊）を改訂するとともに、今後の下

水道分野の地球温暖化防止対策に関する取り組 

みの方向性を議論するため、「下水道における

地球温暖化防止対策検討委員会」を2008年6月か

ら設置している。また、環境省においても温室

効果ガス排出量算定の精緻化について検討され

ており、下水道における水処理、汚泥の焼却・

埋め立ての排出係数も検討の対象となっている。 

当研究室では、これらの動きに対応して水処

理からのＮ２Ｏ排出量原単位に係る調査を実施

し、インベントリに反映させるとともに、水処

理の運転管理を最適化し温室効果ガス排出を削

減することをめざしている。また、下水道にお

ける温暖化対策の効果をわかりやすく説明する

ことを目的として、汚泥の有効利用に伴う地球

温暖化影響の評価へのライフサイクルアセスメ

ント手法の適用に向けての調査を実施している。 


